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研究要旨 

本分担研究では、8 ブロック別にみた肝癌死亡の疫学的状況や肝炎・肝癌対策の実施状況を把握するため
に、以下のことが明らかになった。 

1. 人口動態統計の肝癌死亡数の経年データを用いた解析を行ったところ、肝癌死亡率・数は経年ととも
に低下し、特に 64 歳以下の肝癌死亡数が急減していた。 
1958-2018 年の人口動態統計のデータをもとに、一般化線形モデルによる 2030 年までの 75 歳未満年
齢調整肝癌死亡率の将来推計を行った結果、全国および 8 ブロックで 75 歳未満年齢調整肝癌死亡率は
2020 年以降急激に低下し、2030 年にはいずれのブロックでも 75 歳未満人口 10 万人対～4 人程度に
低下すると推定された。 

2. 「肝炎対策取組状況調査（2018 年実績）」から、受検・受診・受療・フォローアップ・診療連携に関
する項目をスコア化し、肝癌死亡数・率、肝炎ウイルス検査受検率、肝臓専門医数の数値と併せて、
レーダーチャートを作成した。その結果、受検・受診については、すでに多くの都道府県で高いスコ
アがみとめられた。一方、受療・フォローアップ・診療連携については、地域差が大きいことが明ら
かになった。スコアが低い都道府県の中には、保健所や委託医療機関に任せているので都道府県では
把握していないという回答も多くみられ、都道府県と保健所、委託医療機関、市町村での情報共有も
必要であると考えられた。 

以上から、肝炎対策をスコア化し、レーダーチャートで「見える化」することで、対策の課題抽出として有
用と考えられた。また、肝癌死亡率の将来推計は、日本のウイルス感染 Elimination に向けた基礎資料として
使用可能であると考えられた。 
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A. 研究目的 
 2016 年 5 月の世界保健総会において、「ウイルス
肝炎部門の世界保健戦略 2016-2021」が採択され、
ウイルス肝炎の elimination（排除：新規感染率
90％および死亡率 65％の reduction）を 2030 年ま
でに目指すことを WHO は世界の国々の目標として
掲げた。 
 これらの目標達成のためには、各国が肝炎ウイル
スの感染状況を把握し、国や地域の現状に応じた肝
炎・肝癌対策を構築することが重要である。 
 本研究は自治体地域ごとに異なる、肝癌死亡状
況、肝炎ウイルス検査の普及状況、自治体の感染・
肝癌対策の状況を、「スコア化」およびレーダーチ
ャートによる「見える化」をし、ブロック別に明ら
かにし、地域の治療実態等の特性に応じた
elimination への道程方策と対策の提示のための基礎
資料とすることを目的とする。肝炎ウイルス検査受
検状況、肝炎・肝癌対策の取り組み実施率を算出
し、視覚化を試みた。 
 
B. 研究方法 
 北海道・東北・関東・中部東海・近畿・中国・四
国・九州の 8 ブロックとした。解析に用いた資料は
以下の通りである。 
 
都道府県別にみた肝癌死亡数、粗肝癌死亡率 
（人口動態統計より） 
1. 都道府県別にみた 10 万人当たり肝疾患専門医

数（日本肝臓学会より） 
2. 各自治体における肝炎ウイルス検査の実績（厚

生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進
室） 

3. 肝炎ウイルス検査受検率（平成 23 年度、平成
29 年度 肝炎検査受検状況実態把握調査（国民
調査） 

4. 平成 29 年度 都道府県肝炎対策取組状況調査
（表 1） 
 
 
 
 
 
 
 

表 1. 2019（R1）厚労省肝炎対策室肝炎対策取組 
状況調査（自治体調査）調査項目 

1. 計画・目標等（2 項目） 
対象：都道府県 
● 肝炎対策にかかる計画・目標の策定について 

● 肝炎対策協議会の設置状況について 

2. 肝炎ウイルス検査・陽性者へのフォローアップ対
応（4 項目） 
対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

● 特定感染症検査等事業(肝炎ウイルス検査)(保健所

実施分・委託医療機関実施分)について 

● 肝炎ウイルス検査の市町村との連携、 

● 職域における肝炎ウイルス検査促進事業について 

● フォローアップ事業市町村との連携 

3. 肝炎医療体制（4 項目） 
対象：都道府県 

● 肝炎医療にかかる体制整備について（拠点病院等

連絡協議会の状況、専門医療機関、相談体制、情報

公開） 

4. 啓発（1 項目） 
対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

● 啓発の内容について 

5. 施策等 （3 項目） 
対象：都道府県 

● 地域肝炎治療コーディネーター（肝炎医療コーデ

ィネーター）、サポートについて 

● 肝炎患者支援手帳の作成・配布について 

6. 健康増進事業（3 項目） 
対象：市区町村 

● 健康増進事業における肝炎ウイルス健診について 

● 妊婦健康診査における肝炎ウイルス検査について 

● 肝炎医療コーディネーターについて 

 
 
検討した項目と解析方法は以下の通りである。 

1. 人口動態統計による肝癌死亡の状況 
人口動態統計から各都道府県の肝癌死亡に関す
るデータを抽出し、以下の項目をグラフ化し
た。 

 ブロック別にみた肝癌死亡率・肝癌死亡数
の経年推移（2000-2019 年） 
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 都道府県別にみた肝癌(粗)死亡率、年齢調整
死亡率と肝癌死亡数の散布図（2015-2019

年平均） 

 肝癌死亡数および 75 歳未満年齢調整死亡率
（1958-2018 年） 

 肝癌死亡数の年次推移（1975-2015 年） 

2. ブロック別にみた公的事業による肝炎ウイルス
受検者数 
厚生労働省健康局 がん・疾病対策課 肝炎対策
室の「各自治体における肝炎ウイルス検査の実
績」を健康増進事業実施分、特定感染症検査等
事業実施分に分けて、グラフ化した。 

 10 万人当たりの健康増進事業による肝炎ウ
イルス検査受検者数の推移（2008-2017

年） 

 10 万人当たりの特定感染症検査等事業によ
る肝炎ウイルス検査受検者数の推移（2008-

2018 年） 

3. 都道府県別にみた 10 万人当たりの肝臓専門医
数（2020 年現在) 
日本肝臓学会の肝臓専門医一覧をもとに、各都
道府県における肝臓専門医の数をグラフ化し
た。 

4. 肝炎対策取組状況の可視化（レーダーチャー
ト） 
上記疫学統計資料と厚労省が「自治体における
ウイルス性肝炎検査受検状況や、ウイルス性肝
炎に関する正しい知識の普及啓発状況、自治体
の肝炎対策の計画策定状況等についての実態把
握を目的」で行った肝炎対策取組状況調査（自
治体調査）の結果をもとに、以下の方法で受
検・受診・受療・フォローアップのスコア（表
2~5、図 1-5）、健康増進事業による肝炎ウイル
ス検査による受検スコア（表 6 図 6）、診療連携
関連スコア（表 7 図 7）を作成した。 

 
表 2. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）の受検関連スコア 
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図 1. 47 都道府県の受検関連スコアの分布

表 3. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）の受診関連スコア項目

図 2. 47 都道府県の受診関連スコアの分布
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表 4. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）の受療関連スコア項目 

 
 

 
図 3. 47 都道府県の受療関連スコアの分布 

 
 

表 5. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）のフォローアップ関連スコア項目 
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図 4. 47 都道府県のフォローアップ関連スコアの分布 
 
 
 

 
 

図 5. 厚生労働省肝炎対策取組状況調査（自治体調査 2018 年度実績）をもとにした 
肝炎対策取組スコア フローチャートのサンプル 
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表 6. 肝炎ウイルス検査（健康増進事業分）の受検関連スコア項目 

 
 
 
 

 
図 6. 47 都道府県の健康増進事業分受検関連スコアの分布 

 
 
 
 

表 7. 肝炎ウイルス検査の診療連携関連スコア項目 
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図 7. 47 都道府県の診療連携関連スコアの分布 

 
 
C. 研究結果 
1. 人口動態統計による肝癌死亡の状況 

8 ブロック別の肝癌死亡率と肝癌死亡数の推移を
図 8・9 に、全国の肝癌死亡数のランキングを表
8・9 に、都道府県別の肝癌死亡率と肝癌死亡数の
散布図を図 10 に、肝癌死亡率・死亡数をもとに分
類した肝癌死亡状況 4 群を図 11 に示した。 
全国的に肝癌死亡率は減少傾向がみられている。特
にこれまで肝癌死亡率が全国 1 位であった佐賀で

は、2018 年には全国 2 位、2019 年には全国 19 位
に下がっていた。 
肝癌死亡数は全国的に減少しつつあり、肝癌死亡数
の多かった神奈川、福岡、広島での減少幅が大き
い。 
肝癌死亡者を年齢で分けて図 12-14 で示した。2000
年頃をピークに肝癌死亡者に占める 75 歳未満の割
合が減っており、今後も減り続けていくことが予想
される。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

図 8. ブロック別にみた肝癌死亡率の推移 
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表 8. 肝がんによる粗死亡（人口 10 万人対）の高い都道府県 

 

 
 

下線：中国・四国・九州地域 
 
 
 
 

 
 

図 9. ブロック別にみた肝癌死亡数の推移 
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肝癌粗死亡率 

中央値：22.84 

肝癌死亡数 

中央値：395 人 

 
表 9. 肝がんによる死亡数の多い都道府県 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10. 都道府県別にみた肝がん死亡数と肝癌粗死亡率 2015-2019 年平均 
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図 11. 都道府県別にみた肝がん死亡の状況 4 群分類 2015-2019 年 

 
 
 

 
 

図 12. 肝がん死亡数および 75 歳未満年齢調整死亡率 1958-2018 年 
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図 13. 肺がん死亡数の年次推移 1975-2015 年 
 
 
 

 
 

図 14. ブロック別にみた肝がん 75 歳未満年齢調整死亡率 1971-2016 年 
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2. 公的事業による肝炎ウイルス受検者数 
ブロック別にみた、40-74 歳人口当たりの健康増

進事業による B 型・C 型ウイルス検査受検者数
（2008～2017 年）、20～74 歳人口当たりの特定感

染症検査等事業による B 型 C 型肝炎ウイルス検査受
検者数（2010～2018 年）の推移を図 15、16 に示
した。 

 

 

 
 

図 15.ブロック別にみた 40~74 歳人口当たりの「健康増進事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検査」 
人口 10 万人当たりの検査受検者数の推移（2008～2017 年） 

 
 
 

 

 
 

図 16. ブロック別にみた 20~74 歳人口当たりの「特定感染症検査等事業による 
B 型・C 型肝炎ウイルス検査」人口 10 万人当たりの検査受検者数の推移（2010～2018 年） 
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3. 10 万人当たりの肝臓専門医数 
図 17 に 47 都道府県の人口 10 万人当たりの肝臓

専門医数を示した。 

人口 10 万人当たりの肝臓専門医数は、中国地方が
高く、石川、愛媛、福岡で多い。

 
 

 
 

図 17. 都道府県別にみた人口 10 万人当たりの肝臓専門医数（2020 年） 
 
 
 
 
 
4. 肝炎対策取組状況の可視化（レーダーチャー

ト） 
図 18・19 にブロック別の肝炎対策の取り組みスコ

アの比較をレーダーチャートで示した。 
 
 

 
 

図 18. 令和元年度厚生労働省肝炎対策取組調査による肝炎対策の取り組みスコアの比較
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図 19. 厚生労働省肝炎対策取組状況調査をもとにした肝炎対策取組スコア （全国平均を 50）
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D. 考察&E. 結論
8 ブロック（北海道・東北・関東・中部東海・近

畿・中国・四国・九州）別にみた肝癌死亡の疫学的
状況を把握するために、人口動態統計の肝癌死亡数
の経年データを用いた解析を行った。その結果以下
のことが明らかになった。
1. 肝癌死亡数は経年とともに低下し、特に 64 歳

以下の肝癌死亡数が急減している。
2. 1958-2018 年の人口動態統計のデータをもと

に、一般化線形モデルによる 2030 年までの 75
歳未満年齢調整肝癌死亡率の将来推計を行った
結果、全国および 8 ブロックで 75 歳未満年齢
調整肝癌死亡率は 2020 年以降急激に低下し、
2030 年にはいずれのブロックでも 75 際未満人
口 10 万人対～4 人程度に低下すると推定され
た。

「肝炎対策取組状況調査（2018 実績）」から、受
検・受診・受療・フォローアップ・診療連携に関す
る項目をスコア化し、肝癌死亡数・率、肝炎ウイル
ス検査受検率、肝臓専門医数の数値と併せて、レー
ダーチャートを作成した、その結果以下のことが明
らかになった。
1. 受検・受診については、すでに多くの都道府県

で高いスコアがみとめられた。
2. 一方、受療、フォローアップ・診療連携につい

ては、地域差が大きいことが明らかになった。
3. スコアが低い都道府県の中には、保健所や委託

医療機関に任せているので都道府県では把握し
ていないという回答も多くみられ、都道府県と
保健所、委託医療機関、市町村での情報共有も
必要であると考えられた。

以上から、肝炎対策をスコア化し、レーダーチャ
ートで「見える化」することで対策の課題抽出とし
て有用と考えられた。また、肝癌死亡率の将来推計
は、日本のウイルス感染 Elimination に向けた基礎
資料として使用可能であると考えられた。
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